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はじめに 

 
 
 
本書は、第３２回研究評価委員会において設置された「水素製造・輸送・貯

蔵システム等技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２

４年１１月２０日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤ

Ｏ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３５回研究評価委

員会（平成２５年３月２６日）にて、その評価結果について報告するものであ

る。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」（事後評価） 

分科会委員名簿 

 
 

（平成２４年１１月現在） 

     氏名 所属、役職 

分科 

会長 亀山
かめやま

 秀雄
ひ で お

 東京農工大学大学院 工学府産業技術専攻 教授 

分科 

会長 

代理 
吉川
よしかわ

 邦夫
く に お

 
東京工業大学 大学院総合理工学研究科  

環境理工創造専攻 教授 

委員 

今村
いまむら

 速夫
は や お

 山口大学 大学院理工学研究科 物質工学系専攻 教授

上野
う え の

 真
まこと

 燃料電池実用化推進協議会 企画部 部長 

大谷
おおたに

 英雄
ひ で お

* 
横浜国立大学  大学院環境情報研究院 

人工環境と情報部門 教授 

里川
さとかわ

 重夫
し げ お

 成蹊大学 理工学部 物質生命理工学科 教授 

守谷
も り や

 隆史
た か し

 株式会社本田技術研究所 上席研究員 

敬称略、五十音順 

 

注＊：実施者の一部と同一組織であるが、所属部署が異なるため（実施者：横

浜国立大学大学院工学研究院）「NEDO 技術委員・技術評価委員規程(平成２３

年７月７日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）により、利害

関係はないとする。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５―１より抜粋） 
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
地球環境問題に対する一つの解決手段として、水素を活用したエネルギーシ

ステムが有効であることは周知の事実であり、NEDO 事業として水素製造・輸

送・貯蔵システムの実用化と普及を推進することの意義は大きい。政府方針、

民間のシナリオにも沿ったものであり、企業、業界の垣根を越えた取り組みが

必要という点で NEDO のプロジェクトとして適切なものである。中間評価に基

づき、プロジェクトリーダーが選任された結果、研究開発全体の整合性及び早

期の実用化を見据えた研究資源の集中に顕著な改善が見られ、プロジェクトリ

ーダーの果たした役割は高く評価できる。また、研究成果についても、技術的

には早期の実用化が可能なレベルに達していると評価できる。 
一方、実用化に向けて経済性の点で不安がある。水素ステーションの低コス

ト化（2 億円）の目標を達成する見込みが提示されているが、世界的に見るとま

だまだ高いレベルであり、ガソリンステーションとの比較においても普及に向

けた更なる低コスト化が望まれる。また、実用化に向けて、コスト面と耐久性

の点で、検討が必要なテーマと、実用化がすぐに可能なテーマが混在している

ためプロジェクトの管理が難しくなっている。複数のテーマをうまく関連付け

るためには、時間軸を意識した枠組みで技術開発を管理すべきである。 

 
２）今後に対する提言 
設計安全係数や使用可能材料の検討は勿論のこと、充填プロトコルや水素計

量・課金、安全性向上など商用水素ステーションとして必要な機能において未

だ多くの課題があり、今後、国内の規制・制度見直しと国際標準化、国際基準

調和との関係がより密接に係ってくると考えられるため、それら全体を把握し

て研究開発をマネージする必要がある。2001 年に経産省支援により開発された

Project & Program Management for Enterprise Innovation 手法（現在は P2M
と呼ばれている）の導入も検討して欲しい。 
水素ステーションの設備コスト引き下げのネックになっている諸規制の緩和

を急ぐ必要があるが、万一事故が発生した場合、他の競合技術が多数ある中、

水素利用に対する社会的な反発が強まる恐れがあり、慎重に進める必要がある。

社会実装において事故の大部分はヒューマンエラー等に起因するものであるか
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ら、実証プロジェクトでのソフト的な安全対策への対応も期待する。 
2015 年の FCV 普及開始以降、技術開発や規制見直しの進捗に応じて水素ス

テーションの具体的な機器構成が変わっていくことから、時間軸で整理した実

用水素ステーションの機器構成とコストのロードマップを提案できるようにし

て欲しい。 
また、自動車は国際商品であるので、水素駆動自動車に対する国際的な動き

を常に注視し、国際市場に通用しない技術開発とならないよう、各国の燃料事

情の相違も考慮して、国際標準化や国内規制緩和への活動を強化し、国際競争

力のある産業育成につながるような事業として進める必要がある。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
日本のエネルギー政策が混沌とする中で低炭素化の議論が置き去りにされて

いる感があるが、温室効果ガスを低減し地球温暖化を食い止めることは極めて

重要な責務である。この一つの手段として水素を利用するエネルギーシステム

は有効であり、今回の、水素インフラに関する技術開発は、新しいエネルギー

インフラ整備事業であるため、公共性が高く、民間企業主導では無理であり、

NEDO のような組織がリーダーシップを執って取りまとめて、予算支援、研究

開発マネジメント支援をする必要がある。これにより、国際社会に貢献すると

同時に日本の国際競争力を高めることが期待される。日本の企業は高い技術力

を有しており、国際標準を含め世界をリードできるレベルにあるが、日本特有

の法規制と世界標準との間に違いがあることから、これらの整合性を取ること

も含めて本事業で取り組んでいることは価値が高い。 
一方、資源、エネルギーに関する国際情勢は時々刻々と動いている。エネル

ギー安全保障と国内産業育成に寄与できるような事業目標やスケジュール設定

を意識し、水素社会の実現に必要な技術開発を推進すると同時に、水素をどの

ようにして製造するのか、運搬するのか、貯蔵するのか、長期ビジョンを示す

必要がある。その時点、時点で実用化される技術を想定し、考えられる水素需

要量をどのようにして賄うのかを示すロードマップがあれば、水素社会がより

具体的に理解される。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
本事業は、水素ステーションを中心とした技術の研究開発と実証、規制見直

しと国際標準化を幅広く取り扱うテーマで構成されており、それぞれのテーマ

が有機的に連携することが要求される。中間評価の結果を受けてプロジェクト

リーダーが選任され、これにより、早期の実用化を目指した規制緩和に向けて
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のアクションに着手している点、また、計画をスリム化し、実用化に必要な技

術開発に絞り込まれた開発計画となっている点は評価できる。 
一方、水素ステーションの開発は燃料電池自動車（FCV）の普及ともリンク

している。高コストの FCV と高コストの水素を前提として、どのような初期実

用化体制が構築可能なのかを考慮した柔軟で長期的な展望を持って取り組む必

要がある。2015 年を間近に迎え、今後は商用的に実用かつ低コストの水素ステ

ーションの機器システムを提案していかねばならないと考える。ステーション

構成機器それぞれの技術開発を進めると同時に、それぞれの実用化時期を見据

えた上でステーションの機器構成をイメージし、それに向けたマネージが必要

になると考える。 

 
３）研究開発成果について 
個々のテーマに違いはあるが、技術的にはほぼ目標を達成しつつあると評価

でき、耐久性を含めて、早期の商用化に必要な技術及び規制緩和は実現の可能

性が高まっていると判断できる。また、個別の技術では世界初、世界最高の技

術が含まれており、部分的に世界標準となる可能性を秘めている。 
一方、水素ステーションの建設費２億円以下という目標の達成見込みが得ら

れたとのことであるが、いつ適用可能な技術なのかが不明確なところがある。

特に規制との関係がある領域については、実際に適用されるために必要な緩和

条件と、対応時期を明らかにして成果を実際のステーション設置に反映するこ

とが肝要である。 
なお、標準化では、国内の規制緩和に集中してきたが、国際標準に対応可能

な技術が多く含まれているので、国内対応の技術と国際標準可能な技術を分け

て進める必要がある。 

 
４）実用化、事業化の見通しについて 
研究成果が実用化に繋がる可能性がある研究課題も比較的多い。事業化にあ

たっての技術面以外での障害の排除に向けての動きも着実で、国内規制見直し

では例示基準案、技術基準案など、実用化に向けた課題解決が推進され、国際

標準化活動でも予定通り国際規格化が進められ、グローバルスタンダードの確

立と国内展開に貢献している。 
一方、研究目標は達成しているが事業化の可能性は低いテーマも多く、水素

ステーションの構成機器において実用化、事業化のイメージはまだ明確ではな

い。初期導入と言うことでは何とか達成できても、本当に実用化が可能なのか

どうか疑問である。水素ステーションを多数建設しないとコストが下がらず、

コストが高いために水素ステーションの建設が進まないという悪循環をどのよ
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うに断ち切るかの明確なビジョンが欠如している。また、国際標準化、国際競

争力という観点でも、2 億円から更なる低コスト化が必要である。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価・実用化、事業化の見通しに関する評価・今後に対する提言 

システム技術開

発 
①70MPa 級水素

ガス充填対応ス

テーション機器

システム技術に

関する研究開発 

これまで水素ステーション用に規定がない複合容器や、明確な選定基準が示されていない水素環境下

での使用可能な鋼材について、安全を担保する設計条件、評価方法、また候補鋼材の使用条件に対応し

た特性データが蓄積され、適用基準が明確にされてきた。必要な要素機器の開発は順調に進展しており、

要素機器を統合した水素ステーション全体の設計も妥当である。また、急速充填の目標も達成可能な技

術レベルに達しつつあり、実用化が見えた成果を上げている。特に-40℃プレクール、緊急離脱カップリ

ングを含めたディスペンサーの開発で、1 年間とはいえノーメンテで対応可能となる仕様が提示できてい

ることは評価に値する。 
一方、水素ステーション建設費 2 億円以下の見通しを得たことは評価できるが、建設費の積算根拠と

前提条件が明示されておらず、どの時点で、建設費２億円以下が達成可能なのか不明である。また、コ

ストには土地代は含まれておらず、今後、立地場所や立地規制の問題、それによる運転条件なども再検

討する必要がある。 
また、水素インフラの普及拡大促進には、より広範な材料や具体的な容器としての基準化を進めるこ

とが重要であり、新規鋼種の材料評価には、多く時間がかかることから、早期に着手できるよう、準備

体制を整えるとともに、長間保証が必要な部品も多くあるので、その実力の確認と共に、更なる改良技

術の投入による長寿命化を継続的に図る必要がある。 

要素技術開発 
①水素製造機器

要素技術に関す

る研究開発 

 

水素製造機器要素技術はオンサイトの水素ステーションのために必須の開発研究であり、水素分離型

リフォーマーで水素分離膜の劣化機構を解明し、モジュールレベルであるが耐久性目標が達成できたこ

と、高効率改質システムの開発において新しい方式である CO2分離膜法で実用化に繋がる成果があった

ことは評価できる。 
一方、耐久性、コストの面で実用化レベルになっていないため、目標設定を見直す必要がある。特に
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CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発については、基礎的な原理実証の段階に留まっ

ている。この先、実用化を見据えた次の開発段階に移行すべきかどうかは、慎重に判断する必要がある。 

要素技術開発 
②水素ステーシ

ョン機器要素技

術に関する研究

開発（低コスト機

器開発、高耐久

化） 

70MPa 級水素ステーションを構成する各種機器及び充填制御において、低コスト化及び実用化の見通

しが得られたことは大変評価され、目標を達成し、実用化レベルにあると判断できる。2015 年の FCV
普及開始に向け、スタンダードとして期待される。水素関連の各種デバイス開発力は、日本は非常に高

い技術を有しており、同時にその評価技術も世界の最先端であり、ビジネス化や国際標準化も含め世界

的に優位に立てる領域である。 
一方、個々の機器としては達成度を満たしていてもシステムトータルでの運転効率、経済性、耐久性、

安全性等についてさらなる検証が望まれる。建設コストをもっと安くしないと普及が進まないため、技

術実証が行われる段階での経済性の評価が必要である。 
都市型コンパクト水素ステーションの研究開発で検討されている地下式は、規制関連及び近隣の水素

安全への考えから実現するまでには極めてハードルが高く、都市部での水素供給の在り方そのもの、例

えば水素供給の拠点数や位置、公的な用地の活用などの検討から進めるべきではないだろうか。 

要素技術開発 
③水素ステーシ

ョン機器要素技

術に関する研究

開発（低コスト材

料開発） 

水素エネルギーシステムの利用には、使用できる材料種の拡大は必要不可欠であり、高圧水素関連機

器のための金属材料、水素用アルミニウム材料系が探索され、耐水素脆性の材料開発や評価に関する成

果は目標を達成している。また、国際標準化及び国内規制の見直しに貢献する評価試験法、材料データ

が提供されたことも成果として認められる。 
一方、開発はまだ材料試験の段階であり、有望と評価された材料を用いた機器のコスト面と耐久性面

で実用化に向けた検討が今後必要である。また、いずれも低コスト化に向けては必要な材料変更である

が、適用可否には認可が必要であることから、開発された各種金属材料の認可・市場提供までのスケジ

ュールと課題を整理して実用化の道筋を明確にすることが肝要である。 
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次 世 代 技 術 開

発・フィージビリ

ティスタディ等 
①革新的な次世

代技術の探索・有

効性検証に関す

る研究開発、水素

エ ネ ル ギ ー 導

入・普及のための

技術開発シナリ

オに関するフィ

ージビリティス

タディ等研究開

発 

関係する省庁へのヒアリング結果に基づく基準整備・規制合理化の戦略が明確に描かれており、水素

ステーションの早期の商用化に向けたソフト面での準備が着実に進展している。水素ステーション技術

は FCV 開発と連携すべき課題であり、国際標準化の動きに関与し、リードしていく努力は重要であり、

日本の活動がテスト手法も含め高く評価され、gtr*等で議論されていることは、高く評価できる。 
一方、国際機関との連携、海外の研究及び政策動向の調査検討の内容及び目的は十分理解できるが、

水素・燃料電池事業の中でどのように活用されているか、どのように影響を与え、研究開発の方向づけ

に貢献しているかが明らかでない。また、イノベーションを興すためには、ビジネスモデルを想定して、

要素技術を開発する必要があるが、次世代技術を用いた水素社会のビジネスモデルの調査が十分でない。 

 

gtr*：自動車の安全・環境に関する世界統一基準（global technical regulation）の略称。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.3 

1.9 

2.1 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.1 A B B B B B B

３．研究開発成果について 1.9 B B B B B B C

４．実用化、事業化の見通しについて 1.3 A B C C C D C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

システム技術開発 
①70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

1.9 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

1.3 

1.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

要素技術開発 

②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐

久化） 

2.0 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

平均値 

平均値 

平均値 
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要素技術開発 

③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

1.7 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー

導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研

究開発 

1.4 

1.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 

 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

システム技術開発 
①70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.9 B B B B C B B

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 A B A A C D C

要素技術開発 

①水素製造機器要素技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.6 B B C B B B D

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B B C C B D C

要素技術開発 
②水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト機器開発、高耐久化）

 １．研究開発成果について 2.1 A C A B B B B

 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.0 A B A B B D B

要素技術開発 
③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発（低コスト材料開発） 

 １．研究開発成果について 2.1 B B B A B B B

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B B B C C B

次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 
①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発、水素エネルギー導入・

普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究開発 

 １．研究開発成果について 1.6 B C C B C B B

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.4 B C C B B D B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
 

 

〈判定基準〉 

１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


